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今週のキーワード 卒業予定の学生を対象にした求人方法。世界で実施している国はあまりなく、日本独

自の方式といえる。新卒で就職できないとキャリア形成に響くなど問題点も多いが、

終身雇用制度や賃金の年功序列が行われていたことから、戦後の混乱期にも実施され

ていたほど根付いており、2007年に第1次安倍内閣が「労働ビッグバン」として新卒一

括採用システムの見直しを打ち出したが頓挫している。 

新卒一括採用  

 

総務省が京都市の宿泊税に同意 
全ての宿泊施設の利用者に課す 

 

総務省は、京都市が今年10月から導入を予定して

いる法定外目的税「宿泊税」の新設について、同意

することを明らかにした。宿泊税は、東京都、大阪

府に続いて全国で３例目、市町村としては初とな

る。京都市の宿泊税は、ホテルや旅館、簡易宿所等

のほか、いわゆる違法民泊等への宿泊者も含めた市

内全ての宿泊施設の利用者に課すが、全ての宿泊施

設の利用者に宿泊税を課すのは全国初となる。 

宿泊税の税率は、宿泊者１泊につき、宿泊料金が

２万円未満の場合は200円、２万円以上５万円未満

の場合は500円、５万円以上の場合は1000円の３段

階とする。すでに宿泊税を導入している東京都と大

阪府の場合は１泊１万円未満の場合は課税してお

らず、東京都は１万5000円以上で200円、大阪府は

２万円以上で300円が最も高い税額となっており、

京都市の宿泊税は最高額となる。 

宿泊税の納税義務者は、ホテル、旅館、簡易宿所、

住宅宿泊事業を営む施設への宿泊者だが、修学旅行

その他学校行事に参加する児童や生徒、学生（大学

生は除く）とその引率者には課税しない。徴収方法

は、自治体以外に地方税を徴収してもらう特別徴収

とし、旅館業や住宅宿泊事業者等を営む者が特別徴

収義務者となる。 

税収は、文化財保護や歴史的景観の保全、快適な

歩行空間の創出、入洛客の安心安全の確保、観光案

内標識の整備、観光地トイレの拡充、京都の魅力の

情報発信の強化等に充てられる。 

「30歳まで応募可」「通年エントリー」を打ち出した 
リクルート社の大胆な採用戦略の背景にあるもの 

 

人材採用の主要戦略として、日本企業で長年定

着してきた新卒一括採用方式。それを事実上見直

す取り組みを打ち出した大企業がほかでもない、

そうした採用方式を築き上げ、牽引してきたリク

ルート社だ。公表した方針は、「30歳まで応募可」

「365日エントリー受付」「スーツ着用不要」と、

今までの新卒採用とは対極にあるものばかり。 

確かに、終身雇用制度が崩壊している現在、新

卒採用でなければならない理由はなくなったと

いえる。従来は「24歳まで」が新卒の対象とされ

ていたが、そもそも大学もグローバル化を意識し

て留学を推奨しているほか、企業も学業実績より

幅広い経験を積んでいる人材を求める傾向があ

る。年齢は30歳近くても、「留学して就職も独立

起業も経験して…」という人材が応募してきた場

合、興味を抱かない人事担当者はいないだろう。 

加えて、新卒採用にかかるコストの大きさも影

響しているよう。1人あたり50万円の採用コスト

がかかるとの説もあり、経営に負担をかけている

のは明らか。しかも、一斉に就職活動をスタート

させることは学生にもメリットが少なく、オンラ

インでエントリー受付から面接まで完了させ、通

年で採用活動を行うほうが、企業側にも学生にも

負担をかけない。少なくとも、新卒一括採用だけ

で人材を確保する時代は終わり、間口を広げて人

材を受け入れるかを考えるフェーズに入ったの

ではないだろうか。 
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